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「障害福祉施策の現状と課題」

　

（障害者自立支援法のポイント）

　 　　（現　状）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 障害者施策を３障害一元化　　　　　　　　　　　　　　　（法律による改正）

・３障害バラバラの制度体系　　　　　　　　　　・３障害の制度格差を解消し、精神障害を対象に

・実施主体は都道府県・市町村に二分化　　　⇒　・市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バックアップ

2 利用者本位のサービス体系に再編

· 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系　　　　 ・33種類に分かれていた施設体系を６つの事業に

· 入所期間の長期化などにより、本来の　　⇒　　再編。地域生活支援、就労支援のための事業や
施設目的と利用者の実態とが離　　　　　　　　重度の障害者を対象としたサービスを創設　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・規制緩和を進め既存の社会資源を活用　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 就労支援の抜本的強化

· 養護学校卒業者の55％は福祉施設に　　　　　・新たな就労支援事業を創設

入所　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒
· 就労を理由とする施設退所者は１％　　　　 　・雇用施策との連携を強化
4 支給決定の透明化、明確化

· 全国共通の利用ルール(支援の必要度を　　　　・支援の必要度に関する客観的な尺度

判定する客観的基準)がない　　　　　 　⇒　　「障害程度区分」を導入

· 支給決定のプロセスが不透明　　　　　　　　 ・審査会の意見聴取など支給決定プロセスを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　透明化　

5 安定的な財源の確保

· 新規利用者は急増する見込み　　　　　　　　 ・国の費用負担の責任を強化（１／２を負担）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒
· 不確実な国の費用負担の仕組み　　　　　　　 ・利用者も応分の費用を負担し皆で支える仕組みに

　

（障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置）

1 利用者負担の見直し（２０年７月より実施）

◎低所得１及び２（非課税世帯）の障害者の居宅・通所サービスに係わる負担上限を更に軽減。


【１ヶ月当たりの負担上限額】(非課税世帯)

　・低所得１　　３,７５０円　→　１,５００円　

　・低所得２　　６,１５０円　→　３,０００円

　　　（通所サービスは、３,７５０円　→　１,５００円）

　 

◎世帯の範囲の見直し（２０年７月より実施）

　　　○成人の障害者について、障害福祉サービスの負担上限額を算定する際の所得段階区分を、

　　　　「世帯単位」から「個人単位」へと見直し、本人と配偶者のみを勘案することとする。

2 事業者の経営基盤の強化

◎緊急的な改善措置（２０年４月実施）

１）通所サービスに係わる単価の引き上げ

　・通所サービスの「利用率」を見直すことにより、単価を約４％引き上げ。

２）定員を超えた受け入れの更なる弾力化

　　通所サービスの受け入れ可能人数について

　　　　・１日当たりで定員の１２０％まで　　　　→　　１５０％まで
　　　　・過去３ヶ月平均で定員の１１０％まで　　→　　１２５％まで
　　　３）入所サービスに於ける入院・外泊時支援の拡充

　　　　　入所サービスの利用者が入院・外泊した際、一定の支援を実施した場合に障害福祉サービス
　　　　　費用をを支払う措置について、更に拡充。

　

· 障害福祉サービス費用の額（報酬）については、サービスの質の向上、良質な人材の確保と

事業者の経営基盤の安定のため、２１年４月に改定を実施。

　　◎基金の使途や事業の実施基準の見直し

　　　

１）就労支援を行う事業者への支援

　　　　　一般就労への移行等を促進するため、就労継続支援事業者等が、企業等での作業を通じた支援

　　　　　を行った場合などに助成。

　　　

２）重度障害者への対応

　・ケアホームにおける対応

　　ケアホームに重度障害者を受け入れた場合に助成。併せて、ケアホームにおいて特例的に

　　ホームヘルプを利用できる者の範囲を拡大。

３）児童デイサービス事業への支援

４）相談支援事業の拡充

　　

５）地域に於ける施設の拠点機能に着目した事業者への支援

６）諸物価の高騰等への対応

７）小規模作業所の移行促進

８）視覚障害者移動支援従事者の資質の向上

3 グループホーム等の整備促進（20年度実施）

　・グループホーム等の施設整備に対する助成

（相談支援・地域生活支援）

1 障害者自立支援法の目指すもの

・障害者の地域生活を支援するために、複数のサービスを適切に結びつけて調整すると共に、

社会資源の改善及び開発を行う相談支援事業の充実が不可欠であり、その中核的役割をなす

自立支援協議会を強化する必要がある。　

2 障害者の地域生活移行とは


入所施設　　　　　　　　知域で暮らす　　　＝24時間を地域の社会資源で支える　　

　　　　　　　　　　　　　　

24時間完結型　　　　　　　夜間(居住)　　　　　　日中活動　　　　　　　　その他
　　　　　　　　　　　　　　

　夜間(居住)　　　　　　　　　居　宅

　　　　　　　　　移行　　グループホーム　　　　通所授産　　　　　　居宅支援サービス

　日中活動　　　　　　　　　ケアホーム　　　地域生活支援センター　　　余暇支援

　　　　　　　　　　　アパート　　　　　　一般就労

　　相談支援　　　　　　　　　公営住宅　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　等　　　　　　　　　等　　　　　　　　　　　等


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談支援事業がコーディネート

　　　　　　　　　　　※地域で暮らすためにこれらのサポートを具体的に行うのが、相談支援事業
　　　　　　　　　　　　であり、その中核的な役割をなすのが地域自立支援協議会の使命である。

4 相談支援事業の現状と課題

○相談支援体制

現　状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題
　　

　・相談支援体制が不十分　　　　　　　　　・説明会の開催や自宅訪問等によるきめ細かな

　（障害者に情報が周知されていない　　　　　相談支援の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・相談支援マニュアルの作成

　○自立支援協議会

　　　　　現　状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題
　・未設置市町村が多い(50%)　　　　　　　　・地域自立支援協議会の法令上の位置づけの明確化

　・運営方法がイメージしにくいとの　　　   ・地域自立支援協議会設置・運営マニュアルの作成

　　声があり、運営の形骸化懸念

　○サービス利用計画作成費

　　　　　現　状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題
　・理解不足、対象者限定等により、　　　　　・サービス利用計画作成費の支給対象者の明確化・

　　サービス利用計画作成費の活用が　　　　　　拡大

　　不十分

5 サービス利用計画作成費の支給対象者となる例

· 障害者支援施設・共同生活介護・精神科病院などから、退所・退居・退院などして、自宅・アパートなどへ住環境の変化があった場合。

· 利用者の家族の入院・死亡、弟妹の出生等により一定期間集中的に支援が必要である者。

· 利用者のライフステージの変化により、一定期間集中的に支援が必要である者。

（就労支援）

「工賃倍増５ヵ年計画」による福祉的就労の底上げ

· 障害者の経済的自立に向けて、一般就労への取り組みに加え、非雇用の形態で働く障害者の工賃

を引き上げる取組みが重要。このため「工賃倍増５ヵ年計画」に基づき官民一体となった取組み

を推進。

· 具体的には

· 経営コンサルタントや企業OBの受け入れによる経営改善、企業経営感覚(視点)の醸成。

· 一般企業と協力して行う魅力的な商品開発、市場開拓など。

1 障害者の「働く場」に対する発注促進税制の創設

· 概要

・障害者の「働く場」に対する発注額を前年度より増加させた企業について、企業が有する原価
償却資産の割増償却を認める。(法人税等の軽減)

· 税制優遇対象者

　　　・青色申告書であるすべての法人又は個人事業主が対象

· 適用期間

　　　・５年間(平成20年4月１日～25年3月31日まで)

　

· 割増償却額

· 割増して償却される限度額は前年度からの発注増加額(前年度に発注がない場合は、当該年度の発注額がそのまま「発注増加額」となる)

（考　察）

　平成17年10月に成立した障害者自立支援法が平成18年10月より全面施行され、その移行率は

20％を下回っているのが現状で、そのうちで居住系に関しては１％程度だという。元々は財政的課題

が優先された事情もあって、中身の議論が十分でなかった結果、多くの課題を山積みにした制度となっ

ている現実がある。この事が新体系への事業移行を困難にしている一因にもなっている。

「改革のグランドデザイン案」が公表された当時に於いては、その頃行われた施設長研修に於いて全国

の参加者からの声が「さっぱり中身が分からない」という現状であった。法律が施行され5年間の経過

措置がとられている訳だが、この間、緊急的な緩和措置（施策）等、種々の対策が繰り出されてきては

いるが、抜本的な打開策とはなっていないのが現状である。

当初から懸念されていた、

1 利用に係わる基準が精神障害者のニーズや特性を十分に反映していない。

2 基盤整備の量的確保のために、利用者に高負担を強いている。

3 障害程度区分の認定に係る精神障害者の障害程度スケールが現実になじまない。

4 運営の根幹である報酬とマンパワーの確保が担保されない状況から、サービスの質的・量的低下

を招きかねない。

　等々の問題が顕著になってきている。

今年度末までにまた緊急措置が取られるという現状や、21年度には大幅な法改正がある中で、今すぐ

移行という形は取りにくい状況である。今回参加された全国の施設長の方々が口を揃える様に言って

いた事が、「21年度の改正を見越してからじゃないとなんとも言えない・・・」という事だった。

　いずれにせよ、遅かれ早かれ施設の移行時期は来る訳で、管理者としては今後の緊急措置、改正に

ついて日々リサーチし、いつでも移行できる態勢を整えておかなければならない。また、この研修で

知り合った施設長の方々とも情報共有し、利用者様のニーズに応えられ、更に法人内での位置づけを

見据えた施設移行が出来るよう準備していきたいと思う。

　今回の研修へ参加させていただき、貴重な時間を過せた事に感謝いたします。

　






































































